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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

 

国は、東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模自然災害等が発生しても、国民の生命、身体及び財

産を保護し、国民生活及び国民経済を守り、強くしなやかな国民生活の実現を図る国土強靭化の取

組を推進するため、平成 25年 12月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等

に資する国土強靭化基本法」（以下「基本法」という。）を交付・施行し、平成 26年 6月には、基本

法に基づき国土の強靭化に関係する国の計画等の指針となる「国土強靭化基本計画（以下「国基本

計画」という。）を策定した。 

新潟県は、国の動きを受け、平成 28年 3月に国基本計画や県の最上位計画である「にいがた未来

創造プラン」と調和を図りながら「新潟県国土強靭化地域計画（以下「県地域計画」という。）」を

策定するなど、県土の全域にわたる強靭な地域づくりに向けた取り組みを進めている。 

本町においては、平成 16年の中越地震や平成 18年の豪雪、平成 23年の長野県北部地震、令和元

年の東日本台風等による被害が発生するなど、災害に強いまちづくりの推進が課題となっている。

このことから、大規模自然災害が発生しても機能不全に陥らない、「強さ」と「しなやかさ」を兼ね

備えた安全・安心な地域づくりを推進するため、「津南町国土強靭化地域計画」（以下「本計画」と

いう。）を策定する。 

 

 

２ 計画の位置づけ 
 

本計画は、基本法第 13条に基づき策定する「国土強靭化地域計画」であり、本町における国土強

靭化に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための指針となるものである。 

そのため、県地域計画が、本町を包含する県土全域に係る計画であることを踏まえ、同計画との

整合性を図るとともに、町政の基本方針である「津南町総合振興計画」や災害対策基本法に基づき

策定した「津南町地域防災計画」等とも整合・調和を図りながら策定する。 

 

■国土強靭化地域計画と関連計画の位置づけ 

 

津南町国土強靭化地域計画 津南町総合振興計画

整合・調和

分野別計画

国土強靭化に
関する指針

分野別計画の
指針

…〇〇計画…津南町地域防災計画

国土強靭化地域計画は、分野別・個別計画の強靭化に関する部分の指針

△△計画
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■国土強靭化地域計画と地域防災計画との関係 

 

 津南町国土強靭化地域計画 津南町地域防災計画 

計画の対象 自然災害全般 災害の種類ごと 

対象とする災害の段階 発災前 予防・災害発生時及び発災後 

施策の設定方針 脆弱性（災害に対する弱点や

課題等）評価とリスクシナリ

オ（起きてはならない最悪の

事態）に合わせた施策 

‐ 

 

 

【国土強靭化地域計画】                      【地域防災計画】 

 

  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

社会経済システム 
の強靭化   

  

災害予防   

応急体制整備 

迅速な復旧・復興 
体制整備 

  

応急   

復旧   

復興   

発災前   発災後   

・エネルギー供給 
・流通機能の強化 
・地域コミュニティの
強化など 
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第２章 地域特性と災害想定 

１ 地域特性 

 

（１） 位置及び地形の概要 

本町は新潟県の南端に位置し、北と東は十日町市、南は湯沢町、そして西側は長野県栄村と接

しており、面積は 170.21ｋ㎡となっている。 

西から貫流する信濃川とこれに合流する志久見川、中津川、清津川によって形成された雄大な

河岸段丘に発達した地形であり、信濃川沿岸、西部段丘、東部段丘、中津川沿岸の四地区に大別

できる。 

標高は最低が 177m(鹿渡新田) 、最高が 2,145m(苗場山) であり、集落配置の最低位は鹿渡新

田の 220m 、最高位は前倉の 750mである。 

 

（２） 気候及び気象の概要 

日本海側の気候区に属する新潟県は豪雪で有名であるが、本町は特に典型的な日本海式気候で、

冬期は 11月下旬～4月上旬までと長く、日本有数の豪雪地帯であり県内でも特に降雪量の多い地

域となっている。また夏は、梅雨に入ると降雨量もかなり多くなるが、梅雨明け後は北西の涼風

に恵まれ、高原性の爽やかな気候が続く。 

気温は中庸であるが年間の温度差はかなり大きく、過去 20 年間においては、年平均気温約

10.3℃、最高気温が平成 6 年 8 月 14 日の 34.9℃、最低気温は昭和 53 年 2 月 17 日の－18.2℃と

なっている。 

 

（３） 人口 

本町の人口は、合併当時の昭和 30年の 21,909人をピークに、その後は減少を続けており平成 27

年国勢調査では 10,029人となっている。 

年齢３区分別の人口では、近年まで老年人口（65歳以上の人口）が増加を続けており、昭和 60年

には人口、人口割合とともに年少人口（０～14歳の人口）を上回っている。生産年齢人口（15～64

歳の人口）は昭和 30年以降継続的に減少し、同人口割合は昭和 55年から徐々に減少している。老

年人口は平成 17 年をピークに減少に転じているが、人口割合は減少せず今後も増加が続くと予想

される。 
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■人口総数・年齢３区分別人口の推移（出典：国勢調査） 
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２ 近年の主な自然災害と想定される主な災害 
 

（１） 地震 

  当町は、過去に、震度 5強を記録した平成 4年 12月の上郷地震、震度 5弱を記録した平成 16年

10月の新潟県中越地震、震度 6弱を記録した平成 23年 3月の長野県北部を震源とする地震（以下、

長野県北部地震）など、何度も震災が発生している。 

特に長野県北部地震は、冬期に発生した地震であり、発生時には積雪が 170㎝～200㎝あった。 

町内には、十日町活断層帯西部が存在していることから、過去に発生した地震を上回る建物被害

や人的被害のほか、様々な災害が発生することが想定される。 

 

■十日町活断層帯（地震調査研究推進本部：平成 22年 3月 18日公表評価より） 

 

断層帯名 予想地震規模（M） 地震発生確率 

（今後 30年以内） 

十日町断層帯西部 7.4程度 3％以上 

 

 

（２） 風水害 

 信濃川は日本一長く水量の多い川であり、水に恵まれている反面、水害の危険性を併せ持ってい

る。令和元年 10月の東日本台風では、信濃川水系の上流域を中心に記録的な豪雨となり、信濃川割

野水位観測所で観測史上最大の 206.65cm を記録し足滝地区では県管理信濃川堤防が崩れたほか、

足滝、灰雨、反里、田中、段野団地、割野、押付、巻下、外丸、下船渡本村地区で浸水被害が発生

した。 

 県が平成 30年に公表した浸水想定区域図によると、想定し得る最大規模の降雨によって、浸水最

長継続時間 5,940 分、最大浸水深 17.05ｍが想定されているほか、小規模河川も複数存在し、信濃

川沿川の地域以外でも、水害が発生することが想定される。 

 

（３） 土砂災害 

  当町は“フォッサマグナ”と呼ばれる、比較的新しい時代にできた地層とされる範囲に含まれて

おり、信濃川の北側は谷や沢などが多く、水が集まりやすい地形をしているほか、主に砂や小石な

どで構成されている比較的軟弱な地質のため、土砂災害が起きる可能性がある。なお、県が公表す

る土砂災害警戒区域は 191箇所ある。 

 

（４） 雪害 

 雪に関して過去 20年間においての最大積雪量及び最大降雪量は、共に昭和 59年であり、最大積

雪量 458㎝、降雪量 2,293㎝を記録している。平成 18年豪雪では、平成 17年 12月から短期間で

継続的な降雪により、1月 8日には、国道 405号が、雪崩発生の危険性があることから通行止めと

なり、長野新潟両県あわせて 10集落 193世帯 501人もの方が一時孤立の状態となった。 
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（５） 火災 

近年は、消防ポンプの整備、消防水利の整備・新設の推進により、町内における消防力の向上が

図られている。 

併せて、消防団等による防火啓発活動により火災件数も減少傾向であるが、通電火災等火災の発

生要因は多様化しており、潜在的危険性は高まる傾向にある。 

 

 

３ 想定する自然災害 
 

本町は、これまでに地震、風水害、土砂災害、雪害などの自然災害の被害を受けてきており、国

基本計画及び県地域計画において大規模自然災害を想定していることを踏まえ、本町においても大

規模自然災害全般を想定する。 
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第３章 津南町強靭化に関する目標 
本町の強靭化を推進するために必要な事項として、国の基本計画及び県の地域計画との整合・調和

を図り、下記の 4つの「基本目標」と 8つの「事前に備えるべき目標」を設定する。 

 

１ 基本目標 
 

 ① 町民の生命の保護が最大限図られる 

 ② 町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される 

 ③ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られる 

 ④ 災害発生後の迅速な復旧・復興を可能にする 

 

 

２ 事前に備えるべき目標 
 

① 人命の保護が最大限図られる 

 ② 救助・救急、医療活動等が迅速に行われる 

 ③ 必要不可欠な行政機能は確保する 

 ④ 必要不可欠な情報通信機能は確保する 

⑤ 経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

 ⑥ ライフライン、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

 ⑦ 制御不能な二次災害を防止・軽減を発生させない 

 ⑧ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する
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第４章 リスクシナリオの設定 
国の基本計画に設定されている 45の「リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）」に基づ

き、本町の地域特性を踏まえ、25の「リスクシナリオ」を設定した。 

 

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

1 直接死を最大限防ぐ 

1-1 
地震等による建物等の大規模倒壊や大規模火災による死

傷者の発生 

1-2 突発的又は広域かつ長期的な浸水による死傷者の発生 

1-3 大規模な土砂災害による死傷者の発生 

1-4 暴風雪及び豪雪による死傷者の発生 

2 

救助・救急、医療活動が

迅速に行われるととも

に、被災者等の健康・避

難生活環境を確実に確

保する 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物

資・エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-4 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途

絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-6 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被

災者の健康状態の悪化・死者の発生 

3 
必要不可欠な行政機能

は確保する 
3-1 町職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

4 

必要不可欠な情報通信

機能・情報サービスは確

保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収

集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 
経済活動を機能不全に

陥らせない 

5-1 
エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチ

ェーンの維持への甚大な影響 

5-2 食料等の安定供給の停滞 

6 

ライフライン、燃料供給

関連施設、交通ネットワ

ーク等の被害を最小限

に留めるとともに、早期

に復旧させる 

6-1 電力、石油、ガス等の長期間にわたる供給停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

7 
制御不能な複合災害・二

次災害を発生させない 

7-1 
地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷

者の発生 

7-2 
ため池、ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出に

よる多数の死傷者の発生 

7-3 農地・森林等の被害による荒廃 

8 社会・経済が迅速かつ従 8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大
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前より強靱な姿で復興

できる条件を整備する 

幅に遅れる事態 

8-2 
復興を支える人材等の不足、より良い復興に向けたビジ

ョンの欠如等により復興できなくなる事態 

8-3 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの

崩壊等による有形・無形の文化の衰退・喪失 
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第５章 脆弱性の評価とリスクシナリオの対応方針 
リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）ごとに本町が実施している施策の脆弱性（弱点

や課題等）について評価を行い、リスクシナリオを回避するために今後推進すべき対応方針を策定

した。 

 ※【事業指標等】の＜総合＞＝第 6次津南町総合振興計画の重要業績評価指標（KPI） 

 

事前に備えるべき目標 1 直接死を最大限防ぐ 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
1-1 

地震等による建物等の大規模倒壊や大規模火

災による死傷者の発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・公共施設等総合管理計画及び個別施設計画

に基づき、公共施設の再編を具体的に計画し、

当該施設の適正配置を推進するとともに、防

災拠点としての活用が想定される施設につい

ては、防災機能の強化を図る必要がある。 

・学校や体育施設、観光施設、公民館、町営住

宅など町有施設及び高齢者施設や福祉施設、

医療機関など要配慮者利用施設等の耐震化や

適切な維持管理を推進する必要がある。 

 

【総務課・福祉保健課・観光地域づくり課・教育委

員会・津南病院】 

【町有施設や要配慮者施設等の耐震化・長寿

命化】 

・公共施設等総合管理計画に基づき、安全確

保や住民ニーズ等の観点を踏まえたうえで、

公共施設等を統合や廃止などによりコンパク

ト化の推進を図るとともに、防災拠点として

の活用が想定される役場庁舎等に防災広場、

蓄電、貯水、備蓄庫などの防災機能を整備し、

災害初期の対応に備える仕組みを整える。 

・学校や体育施設、観光施設、公民館、町営住

宅など町有施設及び高齢者施設や福祉施設、

医療機関など要配慮者利用施設等の耐震化や

天井等の非構造部材の耐震化、並びに大規模

改修などの適切な維持管理を推進する。 

【事業指標等】 

・公営住宅の長寿命化計画の見直し（R4） 



 

第５章 

「脆弱性の評価とリスクシナリオの対応方針」 

 11 

・防災に関する情報を迅速かつ的確に伝達す

る必要がある。 

 

【総務課】 

【防災情報伝達手段の多重化・多様化】 

・気象台等から情報収集を迅速・的確に行い、

同報系防災行政無線、町防災メールなど複数

の伝達手段を活用し、情報空白がないよう、

速やかな情報伝達に努める。 

・防災アプリや SNS 等の新たな情報伝達手段

の検討。 

・防災行政無線の計画的な更新。 

・避難先を確保維持する必要がある。 

・自主防災組織ごとに地区防災計画策定を推

進する必要がある。 

 

【総務課】 

【避難先の確保】 

・分散避難に対応できるよう、避難所を確保

維持する。 

・避難行動等を町民に周知し、地震に対する

町民の危機管理意識の向上を図る。 

・自主防災組織等に共助の防災活動が自主的

に実施できるよう、地区の実情に即した地区

防災計画の策定を促進する。 

【事業指標等】 

・＜総合＞自主防災組織の組織率 

77.73%(R1) ⇒ 90%(R7) 

・＜総合＞自主防災組織等が主体となり実施

している防災訓練実施数 

11団体(R1) ⇒ 30団体(R3～R7) 

・旧耐震基準で建設された住宅や建築物等の

耐震化を促進する必要がある。 

・住宅や商店等が密集する中心市街地におい

て、大規模火災による延焼等を防ぐ必要があ

る。 

 

【総務課・建設課】 

【住宅の耐震化、住宅密集地の延焼防止】 

・住宅の倒壊による人的被害を防ぐため、住

宅の耐震化推進に向けた普及啓発と、耐震診

断や耐震改修に対する支援を行う。 

・住宅等が密集する中心地域では、準防火地

域の指定ならびに建築基準法第 22 条区域の

指定により、延焼等の防止を図る。 

【事業指標等】 

・住宅の耐震化率 

 57％(H27) ⇒ 80％(R7) 
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・大規模な火災等が発生した際は、地域内の消

防力だけでは対応が困難となり、多くの死傷

者が発生する恐れがあるため、消防活動体制

の充実を図る必要がある。 

 

【十日町地域消防署】 

【消防活動体制の確保、装備の充実】 

・消防団員の加入促進を図るとともに訓練の

高度化を行い、消防団が地域の救急救助等災

害への初動対応ができるよう体制強化を図

る。 

・同時多発災害に備え、建設業協会等他団体

が行う救助活動に必要な車両や操作員等の派

遣体制を構築する。 

・緊急消防援助隊の受援体制の確保や他消防

本部との相互応援協定を随時見直し、体制の

強化を図る。 

・火災予防指導等を通じ、住宅用防火防災機

器等の普及を図る。 

・消防車両、救急車両の計画的更新整備を図

る。 

【事業指標等】 

・消防団員数の直近水準の維持 

539人、うち女性 14人（R2) 

・消防団員の応急手当指導員数 

3人（R1）⇒ 6人（R7） 

・住宅用火災警報器の普及率 

87.9％（R1）⇒ 100％（R7） 

 

事前に備えるべき目標 1 直接死を最大限防ぐ 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
1-2 

突発的又は広域かつ長期的な浸水による死傷

者の発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・防災に関する情報を迅速かつ的確に伝達す

る必要がある。 

 

【総務課】 

【防災情報伝達手段の多重化・多様化】 

・気象台等から情報収集を迅速・的確に行い、

同報系防災行政無線、町防災メールなど複数

の伝達手段を活用し、情報空白がないよう、

速やかな情報伝達に努める。 

・防災アプリや SNS 等の新たな情報伝達手段

の検討。 

・防災行政無線の計画的な更新。 
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・避難先を確保維持する必要がある。 

・高齢者や障がい者等の要配慮者に対する救

助体制の構築を図る必要がある。 

・住民の水害への防災意識の向上を図る必要

がある。 

・自主防災組織ごとに地区防災計画策定を推

進する必要がある。 

 

【総務課】 

【避難所の機能強化、自主防災組織との連携

強化、ハザードマップの周知・活用】 

・分散避難に対応できるよう、避難所を確保

維持する。 

・高齢者や障がい者等の要配慮者が円滑・確

実に避難できるよう、自主防災組織等と連携

を深め、更なる救助体制の強化を図る。 

・洪水ハザードマップの活用方法やマイ・タ

イムラインの普及、気象台等からの情報収集、

伝達手段、分散避難等、避難行動の必要性を

町民に周知し、水害に対する町民の危機管理

意識の向上を図る。 

・自主防災組織等に共助の防災活動が自主的

に実施できるよう、地区の実情に即した地区

防災計画の策定を促進する。 

【事業指標等】 

・＜総合＞防災メール登録率 

 27.43％(R1) ⇒ 50％(R7) 

・大雨による河川の氾濫や住宅地の浸水被害

の軽減を図る必要がある。 

 

【建設課】 

【河川改修等の促進、河川管理者との連携強

化】 

・大雨による河川の氾濫や堤防の決壊を未然

に防ぐため、信濃川をはじめとする主要河川

の整備促進を図る。 

・河川管理者である県等、関係機関の連携を

強化し情報共有に努める。 

・道路排水施設の適切な維持管理や改修を行

う。 

＜総合＞信濃川上流圏域河川整備計画の進捗

率 

 ‐(R1) ⇒ 100％(R7) 

・大雨による住宅や建築物等の浸水被害を防

ぐ必要がある。 

 

【建設課】 

【開発行為や居住の適正管理】 

・国や県の動向を踏まえて、浸水想定エリア

内における開発行為や居住に関しては、適正

な指導や管理を行う。 

・津南町下水道施設耐水化計画を策定し、施

設の浸水対策を推進する。 
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【事業指標等】 

・津南町下水道施設耐水化計画の策定（R3） 

・大雨による河川の氾濫や道路冠水等、生命

に直結する大災害は同時多発的に発生する可

能性が高く、常備消防力のみでの対応が困難

となるため、消防団の充実を図る必要がある。 

 

【十日町地域消防署】 

【水防訓練実施、消防団との連携強化、装備

の充実】 

・水防訓練を継続して実施することにより、

水による被害の軽減に努める。また、地域内

で消防団員が救急講習を行うことなどを通し

て、日頃から地域と消防団員との連携強化を

図ることで、非常時の避難誘導体制を強化す

る。 

・消防団の機能強化を図るため、消防団員の

安全確保を中心とした装備品を計画的に更新

する。 

 

 

事前に備えるべき目標 1 直接死を最大限防ぐ 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
1-3 大規模な土砂災害による死傷者の発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・土砂災害警戒区域内の高齢者施設や福祉施

設、保育園、医療機関など要配慮者施設等に

対し、ハザードマップを活用した危険回避や

早期避難の重要性の啓発を強化するととも

に、土砂災害を想定した避難計画策定と避難

訓練実施を推進する必要がある。 

 

【総務課・福祉保健課・教育委員会】 

【要配慮者施設におけるハザードマップの周

知・活用、避難体制の構築】 

・土砂災害ハザードマップの周知により、施

設所在地の危険性や早期避難の重要性に関す

る啓発を推進し、迅速・的確な避難行動に結

びつける。 

・各施設における避難計画に基づく避難確保

体制の構築と、避難訓練の実施を推進する。 

・防災に関する情報を迅速かつ的確に伝達す

る必要がある。 

 

【総務課】 

【防災情報伝達手段の多重化・多様化】 

・気象台等から情報収集を迅速・的確に行い、

同報系防災行政無線、町防災メールなど複数

の伝達手段を活用し、情報空白がないよう、

速やかな情報伝達に努める。 

・防災アプリや SNS 等の新たな情報伝達手段

の検討。 

・防災行政無線の計画的な更新。 
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・避難先を確保維持する必要がある。 

・要配慮者に対する救助体制の構築を図る必

要がある。 

・住民の土砂災害への防災意識の向上を図る

必要がある。 

・自主防災組織ごとに地区防災計画策定を推

進する必要がある。 

 

【総務課】 

【避難所の機能強化、自主防災組織との連携

強化、ハザードマップの周知・活用】 

・分散避難に対応できるよう、避難所を確保

維持する。 

・要配慮者が円滑・確実に避難できるよう、

自主防災組織等と連携を深め、更なる救助体

制の強化を図る。 

・土砂災害ハザードマップの活用方法や気象

台等から情報収集、伝達手段、分散避難等、避

難行動の必要性を町民に周知し、土砂災害に

対する町民の危機管理意識の向上を図る。 

・自主防災組織等に共助の防災活動が自主的

に実施できるよう、地区の実情に即した地区

防災計画の策定を促進する。 

【事業指標等】 

・＜総合＞防災メール登録者率 

27.43%(R1) ⇒ 50％(R7) 

・森林が持つ水源涵養機能をより高め、土砂

災害の防止や被害軽減を図るため、間伐や植

林等の森林整備を促進する必要がある。 

 

【農林振興課】 

【森林の適正管理】 

・森林の公益的機能を発揮し続け土砂災害の

抑制を図るため、津南町森林整備計画に基づ

き、森林の保全、集中豪雨等による崩壊地の

復旧、地場産材の利用促進など森林の適正管

理と計画的整備を推進する。 

・地震やゲリラ豪雨などによる大規模な土砂

災害を未然に防止するため、脆弱箇所の治山・

治水対策を強化する必要がある。 

 

【建設課】 

【土砂災害防止事業の促進】 

・国や県が実施する治山・治水事業の整備促

進を図る。 

・国や県が実施する危険区域における地すべ

り防止対策や急傾斜地崩壊防止対策をの推進

を図る。 

・大規模地震や豪雨を起因とする土砂災害か

ら住宅や建築物等の埋没や流失を防ぐ必要が

ある。 

 

【建設課】 

【開発行為や居住の適正管理】 

・国や県の動向を踏まえて、土砂災害等の危

険性がある区域における開発行為や居住に関

しては、適正な指導や管理を行う。 
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・学校の登下校中など様々な場面での対応が

想定されることから、学校だけでなく地域の

協力を得ながら、学校防災計画等に基づいた

実践的な防災教育を実施し、児童生徒自身が

自分の身を守る力を身につける必要がある。 

 

【教育委員会】 

【防災教育の推進】 

・町内学校の児童生徒に対する防災教育を推

進する。 

・中山間地を中心に土砂災害危険区域が多

く、地滑りによる災害発生の危険が高いため、

土砂災害対策を講じる必要がある。 

 

【十日町地域消防署】 

【救助活動体制の充実】 

・土砂災害危険箇所を把握し、住民避難を早

期に行えるよう情報収集に努め、併せて救助

活動体制を整備する。 

 

 

事前に備えるべき目標 1 直接死を最大限防ぐ 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
1-4 暴風雪及び豪雪による死傷者の発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・除雪作業や雪下ろし作業での事故防止の啓

発を強化するとともに、安全対策を促進する

必要がある。 

・豪雪時に地域で雪処理の担い手が不足され

ることが懸念される。 

・大雪により住宅屋根の雪処理が困難になる

と倒壊の危険性が高まるため、住宅屋根の克

雪化及び老朽危険空き家の除却等を推進する

必要がある。 

 

【総務課・建設課】 

【除雪事故の未然防止対策の実施】 

・屋根・はしごからの転落や除雪機の誤操作

への注意、一人での作業はしない、高齢者は

作業を控えるなど、事故の未然防止対策の住

民周知の強化を図る。 

・自ら雪処理を行えず、やむを得ず助けを求

める町民を迅速に察知し、広域的な調整を行

い、遅滞なく必要な人材等を供給できる体制

の強化を図る。 

・大雪時においても安心して生活できるよ

う、克雪住宅の普及促進に向けた啓発と支援

を行う。 

・倒壊の恐れのある老朽危険空き家等の所有

者に、安全管理対策の必要性を注意喚起し、

意識啓発の強化を図る。 

【事業指標等】 

・＜総合＞住宅の克雪化率 

 47.5％(R1) ⇒ 50％(R7) 

・＜総合＞空き家利活用の実施の累計件数 

 14件(R1) ⇒ 20件(R7) 
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・冬期間における町民の安全・安心を確保す

るため、安定した除雪体制を維持する必要が

ある。 

・人口減少や高齢化により自力での雪処理が

困難な集落に対する道路除雪以外の雪処理支

援の充実を図る必要がある。 

・雪崩による生命の危険や生活への支障が懸

念される山間集落においては、雪崩危険箇所

の早期解消に努める必要がある。 

・大雪時の集落孤立や交通の遮断を未然に防

ぐため、豪雪に強い道路ネットワークの形成

を効果的に進める必要がある。 

・大雪時における主要幹線道路交通網の麻痺

を防ぐため、新潟県と連携を強化し、幹線道

路交通網を確実に確保する必要がある。 

 

【総務課・福祉保健課・建設課】 

【除雪体制・道路交通網の確保、道路管理者

との連携強化】 

・除雪機械や融消雪施設の整備更新を計画的

に推進するとともに、道路除排雪等に対する

十分な財政支援を国等へ要望する。 

・人口減少や高齢化が顕著な集落において

は、地域住民の共助による公道以外の生活道

路や集落内の除雪を支援する。 

・雪崩危険箇所のパトロールを強化し早期把

握と事故防止に努めるとともに、雪崩予防施

設の設置等について検討し危険箇所の早期解

消を図る。 

・大雪時の集落孤立や通行規制区間の解消に

向け、国県道の未改良区間の整備促進や効果

的な町道改良を推進する。 

・大雪時の道路交通網の麻痺を回避するた

め、道路管理者間の連携を図り、主要幹線道

路や緊急輸送道路等における優先除排雪な

ど、除雪体制の連携強化に努める。 

【事業指標等】 

・除雪機械の計画的な更新・増台 

・消雪パイプ更新計画の見直し（R5） 

・集落や要援護世帯への雪処理支援事業の拡

充・効率化 

・＜総合＞町道の改良率 

80.0k％(R1) ⇒ 82.0％(R7) 

・学校の登下校中など様々な場面での対応が

想定されることから、学校だけでなく地域の

協力を得ながら、学校防災計画等に基づいた

実践的な防災教育を実施し、児童生徒自身が

自分の身を守る力を身につける必要がある。 

 

【教育委員会】 

【防災教育の推進】 

・町内学校の児童生徒に対する防災教育を推

進する。 
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・大雪による集落の孤立や除雪に伴う救助事

故、雪崩の発生などの危険が高いため、雪の

事故への対策を講じる必要がある。 

 

【十日町地域消防署】 

【関係機関との連携強化】 

・有事の際、早期に救助のための進入や救急

搬送経路を確保できるよう、関係機関との連

携強化を図る。 

・積雪期に発生する災害の被害を軽減するた

め、雪害に関する知識の普及を行う。 

 

 

事前に備えるべき目標 2 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとと

もに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
2-1 

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生

命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・食料や飲料水、寒暖・停電対策に必要とな

る物資を継続的に確保できる体制の強化や設

備の整備等を行う必要がある。 

 

【総務課】 

【備蓄品等の整備】 

・食料や飲料水、寒暖・停電対策に必要とな

る物資の備蓄の増強や、設備の整備等を図る

とともに、各家庭における食料等の備蓄を促

進する。 

・締結済の災害時応援協定の実効性を更に向

上させるとともに、物資供給事業者等との災

害時応援協定の締結を一層進める。 

【事業指標等】 

・災害時応援協定締結件数 

自治体 7件、民間企業等 19件（R3.3） 

・生命に関わる物資の供給のため、高速道路

をはじめとする重要物流道路等（代替・補完

路含む）への接続を強化し、広域的な道路ネ

ットワークを構築する必要がある。 

 

【建設課】 

【道路ネットワークの整備促進】 

・高速道路等重要物流道路（代替・補完路含

む）へ接続する地域高規格道路などの広域的

な道路ネットワークの整備を推進する。 

【事業指標等】 

・上越魚沼地域振興快速道路の整備促進に向

けた取り組みを強化する。 

・上越魚沼地域振興快速道路へのアクセス道

となる国道 117号線の整備を推進する。 

・避難施設において、被災時に自立した電源

等を確保するための設備整備が必要である。 

 

【総務課】 

【電力確保対策の推進】 

・指定避難所となっている公共施設への再生

可能エネルギー利用の発電や蓄電等非常用電

源設備の積極的な導入を検討する。 
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事前に備えるべき目標 2 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとと

もに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・孤立集落への輸送手段としてのヘリコプタ

ー利用や、ヘリポート適地を有効活用すると

ともに、緊急輸送時に関係機関と連携して対

応するための体制を構築する必要がある。 

 

【十日町地域消防署】 

【ヘリコプターの利活用】 

・孤立集落が発生する場合に備え、輸送手段

となるヘリコプターを有効活用するため、ヘ

リポート適地の継続的な選定を行う。また、

緊急輸送時の自衛隊や警察など関係機関との

連携体制を強化する。 

・良好な避難生活が送れるよう、可能な限り

生活ニーズに沿った設備環境を整備する必要

がある。 

・円滑に避難生活を運営するため、地域住民

が主体的に参画する体制を構築する必要があ

る。 

 

【総務課】 

【地域防災活動の推進】 

・避難所等において日常の生活レベルとの格

差を極力抑えるため、電源設備や非常用トイ

レ、間仕切り等、生活環境に配慮した整備の

推進を図る。 

・自主防災組織の活動を支援し、自助・共助

による地域防災体制の構築・強化を促進する。 

・平時から地域住民、施設管理者、避難所担

当職員が一体となり、避難所運営の訓練など

を実施し、地域主体の避難所運営体制の構築

を図る。 

【事業指標等】 

・＜総合＞自主防災組織の組織率 

77.73%(R1) ⇒ 90%(R7) 

・＜総合＞自主防災組織等が主体となり実施

している防災訓練実施数 

11団体(R1) ⇒ 30団体(R3～R7) 

・地震などの災害に伴う道路の寸断による孤

立が懸念される地域については、う回路など

複数の道路ネットワークを構築する必要があ

る。 

 

【建設課・農林振興課】 

【道路ネットワークの整備】 

・国県町道の計画的な改良整備や道路施設の

長寿命化を推進する。 

・う回路となり得る農道・林道の適切な維持

管理を行うとともに道路施設の長寿命化を推

進する。 

【事業指標等】 

・国県町道の改良整備促進の取組を強化す

る。 
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・津南町林道施設長寿命化計画の見直し（R5） 

・＜総合＞町道の改良率 

80.0k％(R1) ⇒ 82.0％(R7) 

 

 

事前に備えるべき目標 2 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとと

もに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
2-3 

消防等の被災等による救助・救急活動等の絶

対的不足 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・消防が被災した場合や大規模災害時には、

消防力の絶対的な不足が生じることから各地

で救出救助活動の遅延が発生し、犠牲者が増

加するため、応援体制の構築や地域防災力の

強化を推進する必要がある。 

 

【十日町地域消防署】 

【応援受入体制構築、地域防災力の強化】 

・消防庁舎やヘリポート等を中心とした拠点

機能の維持、早期復旧に努め、緊急消防援助

隊も含めた災害応援の受入を円滑に行える体

制を構築する。 

・地域防災力の中核的な役割を担う消防団員

の定数確保や車両・資機材の充実等により、

消防団の活動能力の向上を図る。 

 

 

事前に備えるべき目標 2 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとと

もに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
2-4 

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支

援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ

る医療機能の麻痺 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・震災による傷病者が医療機関へ集中する恐

れがあるため、応急医療体制を整備する必要

がある。 

・十日町地域災害医療コーディネートチーム

の一員として、災害時における情報収集や医

療ニーズ調整、DMAT等の外部支援チームと協

力する必要がある。 

・町の救護所運営のため、医師会等の医療関

係団体との連携、協力体制を構築するととも

に、医薬品や医療資機材等を確保する必要が

ある。 

【被災時の医療体制の整備等】 

・平時から県、町等の行政機関、医療機関、十

日町市中魚沼郡医師会等の関係機関は連携強

化を図り、災害時の速やかな応急医療体制の

整備を推進する。 

・災害医療コーディネートチーム等と連携

し、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の外部

支援チームの援助を受ける体制の構築を行

う。 

・防災や医療に関連する民間企業や民間団体

等とも災害協定を締結し、救護所の運営等の
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【福祉保健課・津南病院・十日町地域消防署】 

体制強化を図る。 

・消防庁舎脇ヘリポートを拠点に、消防防災

ヘリコプターやドクターヘリ、自衛隊ヘリコ

プターなどを有効に活用し、他圏域への医療

搬送をスムーズに行える体制を構築する。 

・平時から医薬品、医療資機材等を備蓄する

ほか、県と連携して救護所等での医療活動に

必要な医薬品等の供給を円滑に受け取ること

が出来る体制を整備する。 

【事業指標等】 

・災害時救護所等開設・救護訓練 

 年 1回実施 

・地震などの災害に伴う道路の寸断による孤

立が懸念される地域については、う回路など

複数の道路ネットワークを構築する必要があ

る。 

 

【農林振興課・建設課】 

【道路ネットワークの整備】 

・国県町道の計画的な改良整備や道路施設の

長寿命化を推進する。 

・う回路となり得る農道・林道の適切な維持

管理を行うとともに必要箇所の改修を検討す

る。 

【事業指標等】 

・国県道の改良整備促進の取組強化 

・＜総合＞町道の改良率 

80.0％(R1) ⇒ 82.0％(R7) 

 

 

事前に備えるべき目標 2 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとと

もに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・町の業務遂行に支障が生じないように感染

症の感染拡大予防を行うとともに、感染拡大

時においても業務が遂行できる体制を構築す

る必要がある。 

 

【総務課】 

【業務継続体制の整備】 

・感染拡大防止のために、予防接種や手洗い

うがい等の感染予防行動の徹底を図る。また、

感染が拡大した場合でも業務を継続できる体

制づくりを行う。 
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・災害時における感染症予防の充実と拡大防

止に努める必要がある。 

 

【総務課・福祉保健課・教育委員会】 

【関係機関との連携強化、衛生環境の確保】 

・平時からインフルエンザ・感染性胃腸炎・

新型コロナウイルス等の感染症防止対策（手

洗い・うがい等）の啓発及び予防接種の推進

を図る。 

・避難所における消毒薬等の衛生用品や簡易

ベットやパーテーションなどの備蓄に努め

る。 

・避難所での大規模感染リスクを低減させつ

つ、被災者の健康・避難生活環境を確保する

ため、冷暖房機能を整備する。 

【事業指標等】 

・災害時に利用可能な冷暖房機能を保有する

避難所数 

4（R2）⇒5（R7） 

・火葬業務を円滑に実施するための埋火葬体

制を整備する必要がある。 

・災害に備えた火葬施設の適切な維持管理

と、大規模な火葬対応が必要な体制の強化が

必要となる。 

 

【税務町民課・津南地域衛生施設組合】 

【埋火葬体制の整備】 

・大規模災害に備え県との協力や、円滑な火

葬業務のための体制を整備する。 

・火葬施設は、適切な維持管理と長寿命化対

策を推進する。 

・火葬業務の継続のため、電気、燃料供給業

者等からの供給体制の構築と必要な燃料等の

備蓄を進める。 

 

 

事前に備えるべき目標 2 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとと

もに、被災者等の健康・避難生活環境を確実

に確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
2-6 

劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理によ

る多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発

生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・避難所等において、要配慮者の利用を踏ま

え施設バリアフリー化やトイレ水洗化等を進

める必要がある。 

 

【総務課・教育委員会】 

【避難所のバリアフリー化等の推進】 

・避難所等において、建替えや大規模改修等

の機会を捉え、施設のバリアフリー化やトイ

レの洋式化等を計画的に進め、避難者の利便

性の向上を図る。 
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・避難所における感染症予防・食中毒予防・

避難所運営支援（衛生管理・生活環境整備）を

行う必要がある。 

 

【福祉保健課】 

【避難所の感染症対策の強化】 

・避難所へ感染症を持ち込まないよう（ゾー

ニング）体制を強化するほか、避難所内で感

染症発症状況の把握を行う（サーベイラン

ス）、手洗い・咳エチケット等感染予防、トイ

レ保清などの啓発を強化する。 

・長期の避難所生活が困難な高齢者や障がい

者等の要配慮者の支援体制を構築する必要が

ある。 

・介護保険施設や介護サービス事業所、包括

支援センター等において、利用者の安全を守

るため、緊急時に適切な対応が可能となるよ

う情報収集・共有を図る必要がある。 

・避難所及び救護所の環境悪化及び被災者等

の健康状態の悪化防止を図る必要がある。 

 

【総務課・福祉保健課】 

【関係機関との連携強化、要配慮者利用施設

の環境整備】 

・災害発生時の下水機能不全に備え、仮設ト

イレや携帯トイレ等の迅速な確保のための体

制強化を図る。 

・高齢者や障がい者など要配慮者の二次的避

難所を確保するために、福祉事業者と連携し、

福祉避難所開設の強化を図る。 

・高齢者施設や福祉施設など要配慮者利用施

設の防災・減災に資する施設環境整備を支援

する。 

・平時から、緊急時を想定した情報伝達手段

の検討や情報共有のための連携をさらに強化

する。 

・災害時速やかに避難所巡回を開始し、被災

者等の健康状態の把握や支援を実施する。 

・県と連携し、災害時健康危機管理支援チー

ム（DHEAT）の派遣を要請し、連携して支援を

実施する。 

【事業指標等】 

・福祉避難所数 

2(R2) ⇒ 4(R7) 

 

 

事前に備えるべき目標 3 必要不可欠な行政機能は確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
3-1 

町職員･施設等の被災による機能の大幅な低

下 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・大規模な地震災害や異常気象等による広域

かつ長期的な市街地等の浸水や積雪時等にお

いても継続して業務が行われるよう、各庁舎

の耐災害性の強化を図る必要がある。 

・平常時から業務継続のための資源確保と、

【業務継続体制の整備】 

・防災拠点や避難所として想定される町有施

設の非構造部材の耐震化並びに大規模改修等

適切な維持管理を推進する。 

・訓練等による確認・評価・検証を行い、職員
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非常時においても継続が優先される業務を実

施できる体制の構築や代替施設の確保を検討

する必要がある。 

・データセンターを活用した防災性の確保

や、他自治体とのデータの相互保管など、今

後も確実なデータバックアップ及びシステム

の運用体制の確保やネットワークを維持する

必要がある。 

 

【総務課】 

の意識高揚と定着を図りながら、より実効性

のある業務継続の体制を構築する。 

・応援職員を円滑に受け入れ、活用するため

に、受援体制を整備する。 

・行政情報システムについて、データバック

アップ体制を強化するとともに、訓練等を通

じて、より実効性のある業務継続の体制を構

築する。 

【事業指標等】 

・業務継続計画の策定（R7） 

 

・災害対策拠点となる役場庁舎等において、

被災時に自立した電源等を確保するための設

備整備が必要である。 

 

【総務課】 

【電力確保対策の推進】 

・役場庁舎等公共施設への再生可能エネルギ

ー利用の発電や蓄電等非常用電源設備の積極

的な導入を検討する。 

 

 

事前に備えるべき目標 4 
必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは

確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
4-1 

防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・

機能停止 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・災害対策本部及び現地災害対策本部を設置

する役場庁舎等の非常用電源を確実に使用で

きるよう整備する必要がある。 

・役場庁舎等の非常用発電機が現状の燃料備

蓄量においても継続的に使用できるよう、安

定した燃料の供給体制を構築する必要があ

る。 

・防災行政無線等の通信拠点であるマウンテ

ンパーク津南基地局が機能停止した場合に備

え、通信確保対策を講じる必要がある。 

 

【総務課・十日町地域消防署】 

【電力・燃料・通信確保対策の推進】 

・災害対策本部及び現地災害対策本部を設置

する役場庁舎等で非常用電源が被災しないよ

う整備する。 

・役場庁舎等の非常用発電機の燃料を継続的

に確保するため、燃料供給事業者等との災害

協定の締結を推進する。 

・マウンテンパーク津南基地局へ非常用発電

燃料を円滑に搬送し、給油作業が行えるよう、

搬送用ヘリコプターや圧雪車の手配など関係

機関との連携を図る。 

 

 

事前に備えるべき目標 4 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは
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確保する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
4-2 

災害時に活用する情報サービスが機能停止

し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や

救助・支援が遅れる事態 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・町民はもちろん、事態が発生したときに当

町に滞在しているすべての人へ、的確な災害

情報等の伝達を行う必要がある。 

・外国人に対する災害情報等の的確な伝達が

必要である。 

 

【総務課・観光地域づくり課】 

【情報伝達体制の強化】 

・災害情報などを、あらゆる人へ適時的確に

伝えるため、ホームページなど情報伝達手段

の多様化や、それらシステムに障害が発生し

た場合に備えて予備装置を配備し、完全性の

確保を図る。 

・外国人に災害情報等を的確に伝えるため、

情報伝達手段の多重化・多言語化を図るとと

もに、ユニバーサルデザインなどを参考に、

国内外に通用するサインの整備等を計画的に

行う。 

・防災アプリや SNS 等の新たな情報伝達手段

の検討 

・学校の登下校中など様々な場面での対応が

想定されることから、学校だけでなく地域の

協力を得ながら、実践的な防災教育を実施し、

児童生徒自身が自分の身を守る力を身につけ

る必要がある。 

 

【総務課・教育委員会】 

【防災教育の推進】 

・町内学校の児童生徒に対する防災教育を推

進する。 

 

 

事前に備えるべき目標 5 経済活動を機能不全に陥らせない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
5-1 

エネルギー供給の停止による、社会経済活動・

サプライチェーンの維持への甚大な影響 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 
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・大規模自然災害が発生した際に、企業等の

活動が停滞しないよう、企業等は事業継続計

画（BCP）を策定する必要があり、町は商工会

と連携し、計画策定を推進する必要がある。 

・大規模自然災害が発生した際に、中小企業

等の事業継続に支障が生じることが想定され

るため、企業への支援制度の情報共有を図る

必要がある。 

・大規模自然災害に伴う幹線道路等の寸断に

より輸送が阻まれ、経済・復旧活動が停滞す

ることのないよう道路ネットワークを強化し

ていく必要がある。 

 

【総務課・観光地域づくり課・建設課】 

【企業等の事業継続体制の推進】 

・商工団体等と連携を図りながら、企業等の

業務継続計画（BCP）策定が進むよう、普及啓

発を行う。 

・資金繰りや復旧に要する資金を円滑に供給

するため、県や金融機関等と連携し、金融相

談体制の充実と融資制度の周知徹底を図る。 

・道路ネットワークの骨格となる国県道の未

改良区間と危険箇所の整備促進、及び計画的

な町道整備を推進する。 

 

 

事前に備えるべき目標 5 経済活動を機能不全に陥らせない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
5-2 食料等の安定供給の停滞 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・避難生活の初期段階で救援物資が届くまで

のために、各家庭において最低３日分は食料

等の備蓄を継続的に確保する必要がある。 

・食料等の備蓄確保が目標数量に達するよう

計画的に備蓄を進めるとともに、ニーズ等に

応じて品目を見直す必要がある。 

 

【総務課】 

【食料等の備蓄・供給体制の強化】 

・家庭内備蓄の必要性を周知し、最低３日分

の備蓄を継続的に確保するよう啓発活動を強

化する。 

・非常食料・飲料水等の備蓄目標数量の確保

を計画的に進めるとともに、高齢者や障がい

者、妊産婦、乳幼児など要配慮者の多様なニ

ーズに対応できるよう品目の検討・見直しを

行う。 

 

 

 

事前に備えるべき目標 6 

ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネッ

トワーク等の被害を最小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
6-1 

電力、石油、ガス等の長期間にわたる供給停

止 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 
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・災害発生時におけるライフライン機能の維

持・確保や早期復旧を図るために、関係機関

との連携を深める必要がある。 

 

【総務課】 

【ライフラインの災害対応力強化】 

・電気、ガス等のライフライン事業者とは、

平時から防災会議や防災訓練を通じて、連携

協力体制を構築する。 

・一般家庭及び事業所へ蓄電池等の備蓄の重

要性を周知する。 

 

 

事前に備えるべき目標 6 

ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネッ

トワーク等の被害を最小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・大規模災害に備え、病院・避難所などの重

要施設へつながる主要管路の耐震化並びに老

朽管の更新を推進する必要がある。 

・災害時において業務を継続できるよう、緊

急時の体制を強化する必要がある。 

 

【建設課】 

【水道施設の耐震化・危機管理体制の整備】 

・大規模災害時においても安定して水道水を

供給するため、主要管路の耐震化及び「津南

町水道事業経営戦略」による長寿命化を推進

する。 

・災害や事故に対応する各種マニュアルを適

宜見直すとともに、日本水道協会等と連携し、

大規模災害時において応急給水や水道施設の

早期復旧が可能な体制を整備する。 

 

 

事前に備えるべき目標 6 

ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネッ

トワーク等の被害を最小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・し尿前処理施設の適正な維持管理と長寿命

化対策等を推進する必要がある。 

 

【税務町民課・津南地域衛生施設組合】 

【汚水処理施設の長寿命化対策の推進】 

・業務の継続のため、施設の適正な維持管理

と長寿命化対策を推進する。 

・大規模災害時においても汚水処理機能を維

持するため、下水道施設の耐震化を行う必要

がある。 

・老朽化が進行している下水道施設について

【下水道施設等の耐震化・長寿命化対策の推

進、緊急体制の強化】 

・津南町浄化センターの耐震化を推進する。 

・「津南町下水道ストックマネジメント計画」
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は、計画的に改築・更新を行う必要がある。 

・下水処理場・ポンプ場施設の異常発生時に

おける通報について、集中管理体制を構築す

る必要がある。 

・災害時における下水道施設の緊急対応を強

化する必要がある。 

・「津南町下水道事業務継続計画」をすでに

策定しているが、今後は、必要に応じて適宜

見直し、着実に緊急体制を整備する必要があ

る。 

 

【建設課】 

及び「農業農村整備計画」に基づく、下水道施

設の改築・更新等を実施し、施設の長寿命化

を推進する。 

・下水処理場・ポンプ場施設の非常通報装置

の整備・更新を実施する。 

・津南町下水道施設耐水化計画を策定し、施

設の浸水対策を推進する。 

・関係団体等との災害応援協定の締結等によ

り、緊急時の体制を強化する。 

・「津南町下水道事業継続計画」を必要に応

じて、適宜見直す。 

【事業指標等】 

・津南町下水道ストックマネジメント計画の

更新 

・農業農村整備計画の更新 

・津南町下水道施設耐水化計画の策定（R3） 

・津南町下水道事業継続計画の更新 

 

 

事前に備えるべき目標 6 

ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネッ

トワーク等の被害を最小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
6-4 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・地震などの災害に伴う幹線道路等の寸断に

より輸送が阻まれ、経済・復旧活動が停滞す

ることのないよう道路ネットワークを強化し

ていく必要がある。 

・道路インフラ施設の老朽化に伴う被害拡大

を未然に防止する必要がある。 

 

【総務課・建設課】 

【道路整備の促進、道路施設の適切な維持管

理・長寿命化対策の推進】 

・道路ネットワークの骨格となる国県道の未

改良区間と危険箇所の整備促進、及び計画的

な町道整備を推進する。 

・橋りょうやトンネルなどの道路インフラ施

設の機能を確実に発揮させるため、適切な維

持管理と長寿命化対策を推進する。 

【事業指標等】 

・＜総合＞町道の改良率 

80.0%(R1) ⇒ 82.0%(R7) 

 

 

事前に備えるべき目標 7 制御不能な複合災害・二次災害を発生させな
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い 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
7-1 

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による

多数の死傷者の発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・学校の登下校中など様々な場面での対応が

想定されることから、学校だけでなく地域の

協力を得ながら、実践的な防災教育を実施し、

児童生徒自身が自分の身を守る力を身につけ

る必要がある。 

 

【教育委員会】 

【防災教育の推進】 

・町内学校の児童生徒に対する防災教育を推

進する。 

・火災等が同時多発的に発生することに伴

い、常備消防力のみでの対応が困難となり、

市街地では大火に発展するリスクがあるた

め、非常備である消防団の強化を図る必要が

ある。 

・震災時などに地域防災の中核を担う消防団

員が年々減少しているため、消防団員の確保

に努める必要がある。 

 

【十日町地域消防署】 

【消防活動体制の確保・装備等の充実】 

・消防団の機能強化を図るため、消防ポンプ

自動車などの整備を進めるとともに、防災資

機材等火災救助対応を含む装備品の充実強化

を行う。 

・耐震性貯水槽等を計画的に整備し、防災体

制の充実を図る。 

・流雪溝用水及び消雪用井戸水を消防用水利

として活用できるよう、訓練の実施や水利確

保に向けた取組を図る。 

・各種イベントや広報紙、ＦＭラジオなどで

の広報活動を通じ、地震による火災危険に対

する意識高揚を図る。 

・地域防災力の中核的な役割を担う消防団員

の加入促進を図り、定数確保に努める。 

 

 

事前に備えるべき目標 7 
制御不能な複合災害・二次災害を発生させな

い 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
7-2 

ため池、ダム等の損壊・機能不全や堆積した

土砂の流出による多数の死傷者の発生 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・町内に多数存在する農業用ため池が、大雨

や大規模地震により越水や決壊した場合の被

害軽減を図るため、危険性を周知し安全対策

を講じる必要がある。 

 

【農林振興課】 

【ハザードマップの周知・活用、関係機関と

の連携強化】 

・防災重点ため池は、ため池ハザードマップ

を作成・活用して地域住民に周知を図り、危

機管理意識の醸成と被害の軽減を図る。 

・老朽化等により漏水、クラック、断面変形
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などが認められるため池は、県と連携しなが

ら補修補強等を推進する。 

【事業指標等】 

・防災重点ため池（14か所）のため池ハザー

ドマップ作成数 

 2か所（R2）⇒ 14 か所（R3） 

 

 

事前に備えるべき目標 7 
制御不能な複合災害・二次災害を発生させな

い 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
7-3 農地・森林等の被害による荒廃 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・農業用排水路等を適正に管理・保全して二

次災害を防止するための対策を講じる必要が

ある。 

・大雨や地震等の災害に起因する森林の荒廃

により、土石・土砂の流出などの山地災害を

防止する必要がある。 

 

【農林振興課】 

【農業用排水路の適切な管理や森林の整備・

保全】 

・森林整備による健全な森林造成の重要性の

周知。 

・森林環境贈与税を活用した計画的・継続的

な森林整備の実施。 

 

 

事前に備えるべき目標 8 
社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復

興できる条件を整備する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
8-1 

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞によ

り復興が大幅に遅れる事態 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・災害時の廃棄物を安定的に処理するため、

施設の適正な維持管理と長寿命化を推進する

必要がある。 

・大量に発生する災害廃棄物を保管するため

の仮置き場の選定と、適正かつ迅速に処理す

る体制を整備する必要がある。 

 

【税務町民課・津南地域衛生施設組合】 

【災害廃棄物の処理体制の整備、関係機関と

の連携強化】 

・災害廃棄物発生量の推計の他、仮置場の選

定、処理方法等を定めた災害廃棄物処理計画

の策定など、処理体制の整備を図る。 

・災害廃棄物の広域的な処理体制の構築を図

る。 
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事前に備えるべき目標 8 
社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復

興できる条件を整備する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
8-2 

復興を支える人材等の不足、より良い復興に

向けたビジョンの欠如等により復興できなく

なる事態 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・地域住民自らが自助・共助による防災体制

を構築するために、自主防災組織の活性化を

促進する必要がある。 

 

【総務課】 

【自主防災組織の活動促進】 

・住民自らが、自助・共助による地域防災体

制を構築するため、自主防災組織の活動を継

続的に支援する。また、地域防災の新たな担

い手の創出に繋がるよう女性や若年層の自主

防災組織への加入を促進する。 

【事業指標等】 

・＜総合＞自主防災組織の組織率 

77.73%(R1) ⇒ 90%(R7) 

・＜総合＞防災訓練実施組織数 

11(R1) ⇒ 30(R3～R7) 

 

 

事前に備えるべき目標 8 
社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興

できる条件を整備する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 
8-3 

貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュ

ニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰

退・喪失 

①脆弱性の評価 ②リスクシナリオへの対応方針 

・豪雪、洪水、土砂災害等の自然災害に対す

る未然の防止策や被災後の早急な対応につい

て検討していく必要がある。 

・有形無形の文化財を映像等に記録するアー

カイブなど、文化資源の保存・活用について

検討する必要がある。 

 

【教育委員会】 

【文化財の適切な維持管理・保存の促進】 

・津南町埋蔵文化財センターの整備。 

・ジオパークエリア内の環境調査及び保全方法

の検討。 

・有形無形の文化財を映像等に記録するアーカ

イブなど、文化資源の保存・活用を進める。 

・現在、文化財防火デーにあわせて行っている

防災訓練を年に複数回実施するなど、文化財の

所有者や町民の防災意識向上に努める。 

【事業指標等】 

・文化財での防災訓練 

 1回（R2）⇒ 1回以上（R7） 
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第６章 計画の推進と見直し 

１ 計画の推進 

 

本計画に掲げる施策の対応方針に基づき、当町の各分野別計画を実施することにより、施策の推

進を図る。 

また、計画を着実に推進するため、各施策の進捗状況などの進捗状況を把握するなど、PDCAサイ

クルを構築し、本計画を推進する。 

 

 

２ 計画の推進期間と見直し 

 

本計画の推進期間は、「津南町総合振興計画」と整合・調和を図るとともに、社会・経済情勢の

変化や、国や県などの国土強靭化施策の進捗状況などを考慮し、概ね５年とし、本町に関わる社

会・経済情勢の急激な変化等が生じた場合は、適宜見直しを検討する。 

なお、本計画は、第１章に記載した分野別計画における国土強靭化に関する指針として位置づ

けられるものであることから、国土強靭化に係る他の計画の見直しや修正の際には、本計画との

整合を図る。 
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